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電話

公益社団法人　香川県青果物協会

高松市一宮町刷塚1431-1

(087)-818-4125

令　和　４　年　 度

令和４年４月１日から
令和５年３月31日まで

事　業　計　画　書



事　業　方　針

　令和４年度青果物の生産出荷の安定に関する主要事業一覧

区分 事　　業　　名 事　　業　　概　　要

特定野菜等供給産地育成
価格差補給事業

国が定める指定野菜に準ずる特定野菜等に係る準備金の造成
と補給金の交付を行う。

地域野菜価格安定対策事業
(協会と香川県の独自事業)

県が定める地域野菜に係る準備金の造成と補給金の交付を行
う。

果樹経営支援対策事業及び
未収益期間支援事業

担い手が行う優良品目・品種への改植・新植、小規模園地整
備等の取組及び改植・新植園地の果樹未収益期間に要する経
費に補助する。

果実特別資金を活用した
特別事業(協会独自事業)

果実事業準備金の運用益を造成した特別資金の一部を取り崩
し、本県果樹産地の振興に必要な施設整備等に補助する。

野菜
価格
安定

  我が国経済は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響の下にあるが、厳しい状況は

徐々に緩和されており、持ち直しの動きがみられます。ただし、供給面での制約や原材

料価格の動向による下振れリスクに注意する必要があり、また、感染症による内外経済

への影響等を注視する必要があります。

　農業･農村は、農業従事者の減少と高齢化の進行、荒廃農地の発生など、農業生産基盤

の脆弱化が進んでおり、また、農産物価格の低迷や資材費の上昇等により農業所得は伸

び悩んでいます。

　本県の野菜は、ブロッコリーは増加しているものの、レタスやきゅうりなど主要野菜

が減少しています。また、果樹は、キウイフルーツはやや増加しているものの、うん

しゅうみかんなど主要果樹が減少しています。

　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で飲食店等の加工業務用需要が減少

した中で、春野菜については暖冬、気温高の影響で数量増、単価安に、夏野菜について

は比較的天候に恵まれて数量増、単価安となりました。秋冬野菜については、台風・長

雨の影響で定植が遅れたが、市場への入荷は順調で単価安となり、年末から寒波で出荷

が減少し価格は持ち直したものの、令和３年度を通じて概ね安値基調で推移したことか

ら、野菜の年間販売金額は前年を下回る見通しです。

  また、果樹については、うんしゅうみかんやぶどうなど主要品目が、数量が減少した

ものの、単価髙で販売金額が増加し、果実の年間販売金額は前年をやや上回る見通しで

す。

　こうした情勢の中で、本県野菜・果樹産地の体質強化と生産農家の経営安定を図るた

め、当協会は、野菜価格安定に関する事業や果実生産出荷の安定に関する事業などを実

施してきたところです。

　令和４年度は、これらの対策をより充実するため、国や県の施策を積極的に活用し、

引き続き関係機関・団体と密接な連携のもと事業を実施して、野菜・果樹農家の経営安

定と国民生活に必要な青果物の安定供給に努めてまいります。

　また、公益社団法人香川県青果物協会として10年目を迎え、なお一層の社会貢献と情

報公開に努めてまいります。

果実
生産
出荷
安定
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青果物の生産出荷の安定に関する事業の概要

Ⅰ　野菜価格安定に関する事業

　１　特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

１）特定野菜事業

R4年度
数量

前年度か
らの増減

対象市場

927 △ 30 特例60 関東、近畿、四国

116 4 標準 関東、近畿、中国、四国

739 △ 15 標準 東北,関東,東海,近畿,中国

487 △ 5 標準 関東,東海,近畿,中国,四国

15,462 △ 811 特例60 東北から四国（北陸除く）

29 0 標準 関東

1,730 421 標準 関東、近畿、中国

659 22 特例60,標準 関東から四国(北陸除く)

47 △ 15 標準 中国、四国

53 △ 24 標準 関東、近畿、四国

20,249 △ 453

注1)交付準備金のうち、協会の資金造成額は、699,040千円。

２）特定指定野菜事業

R4年度
数量

前年度か
らの増減

対象市場

171 △ 25 標準 関東、近畿､中国、四国

30 3 標準 関東、近畿､中国、四国

212 △ 45 標準 関東、近畿､中国、四国

60 △ 3 標準 関東、近畿､中国、四国

57 △ 21 標準 近畿、中国、四国

303 14 標準 近畿、中国、四国

1,354 43 標準 中国、四国

491 △ 27 標準 関東,東海,近畿,中国,四国

267 37 標準 近畿、中国、四国

2,945 △ 24

注)交付準備金のうち、協会の資金造成額は、60,764千円。

注）県及び生産者の造成資金は、特定資産の交付準備金(特定野菜)として計上している。

11～12月、1～3月

6～10月

4～5,6～7,11～12,1～3月

5～6,7～9,3～4月

4～6,10～12,1～3月

5～7月

6～7月

7～9月、10～11月

7～9月、10～11月

交付準備金121,529千円、うち国1/2、県1/4、生産者1/4

5～6,12,1～2,3～4月

4,5～6,7～9,1～2,3月

4～6,7～9,10～12,1～3月

6～7月

5～6,12,1～2,3～4月

交付準備金1,307,393千円、うち国1/3・1/2、県、生産者1/3・1/4

交付準備金1,428,922千円
（協会の資金造成額は、759,804千円）

合　　計　②

特定野菜総計
①＋②

11～12月、1～3月

5～6月、3～4月

23,194 △ 477

夏秋なす 7～9月,10～11月

5～6,12,1～2,3～4月

冬キャベツ

冬にんじん

冬春きゅうり

冬春なす

注2)ブロッコリー、スイートコーン、アスパラガス及びかぼちゃは、国1/2、県1/4、生産者1/4の負担割合。

申込区分
交付予約対象の内訳

対象出荷期間

交付予約数量(t)

合　　計　①

対象野菜

夏秋トマト

夏秋トマト(ﾐﾆ)

冬春トマト(ﾐﾆ)

かぼちゃ

冬春トマト

にんにく

ブロッコリー

そらまめ

スイートコーン

アスパラガス

こまつな

　指定野菜に準じる野菜で、野菜生産出荷安定法に基づき国が定める特定野菜(特定
野菜)、及び指定産地の指定要件に欠けるが将来指定が見込まれる産地の指定野菜(特
定指定野菜)を対象として、供給計画に基づき出荷された野菜の価格が著しく低落し
た場合に生産者へ補給金を交付する。また、このために必要な準備金をあらかじめ造
成する。産地の交付予約希望数量などについて、協会、県及び県農協が合同で聞き取
り調査を行うとともに、産地の指導に当たる。
　「特定指定野菜」産地については、上記の取組みのほか、野菜指定産地の指定を目
指して積極的に産地の充実を推進する。

対象野菜

いちご

えだまめ

セルリー

申込区分
対象出荷期間

交付予約対象の内訳交付予約数量(t)

4～5月、1～2月、3月
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　２　地域野菜価格安定対策事業

R4年度
数量

前年度か
らの増減

12 △ 1

32 2 近畿

618 △ 84 全国

155 △ 17 全国

239 29

1,056 △ 71

注1)交付準備金のうち、46,138千円が協会負担分である。

注2)県、協会及び生産者の造成資金は、特定資産の交付準備金(地域野菜)として計上している。

　　３　資金造成円滑化事業

＜参考＞

R4年度
数量

前年度か
らの増減

　　対象出荷期間 対象市場

5,594 △ 593 特例50,標準 全国

1,850 80 標準 関東,東海,近畿,中国,四国

1,780 6 標準 関東,近畿,中国,四国,九州

1,475 125 標準 近畿、中国、四国

12,057 △ 757 特例50 東北から四国（北陸除く）

1,913 △ 168 特例50 関東,東海,近畿,中国

1,855 △ 77 特例50 東北から四国（東海北陸除く）

328 29 特例50 関東,東海,近畿,中国

359 △ 36 標準 近畿、中国、四国

739 △ 133 特例50 関東,東海,近畿,中国,四国

3,590 270 標準 関東,東海,近畿,中国,四国

147 △ 25 標準 関東、近畿、中国、四国

1,010 △ 106 標準 関東から四国（北陸除く）

552 △ 24 標準 関東から四国（北陸除く）

825 71 標準 中国、四国

869 △ 99 標準 関東から四国（東海北陸除く）

374 △ 34 標準 関東から四国（北陸除く）

35,317 △ 1,471 交付準備金2,405,047千円

注2)対象野菜末尾の※印は重要野菜、◇印は調整野菜、その他は一般野菜。

注1)指定野菜は、国の制度として独立行政法人農畜産業振興機構が直接運営し、登録出荷団体である
   香川県農協が所定の事務を行っている。

春ねぎ

春キャベツ※
冬春トマト(含ﾐﾆ)

夏秋トマト(含ﾐﾆ) 7～9、10～11月

冬レタス(非結球)◇

春レタス◇

合　　計

対象野菜

春レタス(非結球)◇

冬春きゅうり

夏ねぎ(青ねぎ)

春だいこん◇

夏秋きゅうり

5～6、3～4月

7～9月

4,5～6,7～10,11～12,1～3月たまねぎ※

　　令和4年度　指定野菜価格安定対策事業（交付予約数量と資金造成計画）

10～12、1～3月

11～12、1～3月

4～5月

秋冬だいこん※

冬にんじん◇

3/16～6月

7～9、10～11月

10～12、1～3月

4～6月

　　　補給準備金の負担割合（標準造成）は、重要野菜は国65%、県17.5%、生産者17.5%、調整野菜及び一般野菜は
　　国60%、県20%、生産者20%。

4～5/15、5/16～6月

5～6、12,1～2、3～4月

秋冬ねぎ(青ねぎ)

オクラ

合　　計

10/16～31,11,12,1～2,3月

10/16～31,11,12,1～2,3月

交付予約対象の内訳

冬レタス◇

交付予約対象の内訳

近畿、四国

対象市場
対象野菜

青ねぎ

　指定野菜産地、特定野菜産地以外の野菜産地で、県が別に定める野菜を対象とし
て、生産出荷計画に基づき出荷された野菜の価格が著しく低落した場合に生産者へ補
給金を交付する。また、このために必要な準備金をあらかじめ造成する。
　本事業については、協会と県が香川県独自の事業として実施しているもので、協会
も３分の１の財源負担を行っている。

アスパラガス

なばな

交付予約数量(t)

5～7,10～12,1～2,3～4月

4～6,7～9,10～12月

4,5～6,7～9,3月

12,1～2,3～4月

パセリ

対象出荷期間

6～9月 関東、近畿、中国、四国

交付準備金138,413千円、うち協会、県、生産者各1/3

交付予約数量(t)

申込区分

　（独）農畜産業振興機構が行う指定野菜価格安定対策資金の造成に関し、香川県の負担
分を補助金として受入れ、同機構へ納付する。

4～5月

夏秋なす

7～9、10～11月
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Ⅱ　果実生産出荷の安定に関する事業

　１　果樹経営支援対策事業及び未収益期間支援事業

補助金額

　２　果実特別資金を活用した特別事業

補助金額

　３　第24回全国果樹技術・経営コンクールへの参加

　第24回全国果樹技術・経営コンクールに参加し、香川県農協等からの推薦を受け

て、県代表を中央果実協会に推薦する。

　各地区の果樹産地構造改革計画に即して、担い手農家が行う優良品目・品種への改
植・新植や園内道、潅水施設などの小規模園地整備等に要する経費に対して、補助金
を交付する。
　また、改植・新植を行った園地について、未収益期間対策として定額補助金（10ａ
当たり22万円）を交付する。

事業実施者

担い手農業者、又は農業
者の組織する団体等

事業主体　

農業者の組織する団体等

事業内容

国、県の補助事業の対
象とならない果樹対策

未収益期間支援

事業量

　果実事業の準備金運用益を積立てた特別資金を活用し、協会の独自事業として、中

央果実協会の承認を得て、本事業を実施する。

　　　　110,000千円

156千円原則として1/2以内

改植等面積 約30ha

補助率 事業内容

優良品種への改植等

小規模園地整備等
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Ⅲ　青果物の生産や消費に関する情報収集と提供の事業

Ⅳ　法人管理

 １　会議等の開催  

（１）総会・理事会等の開催

場 所 又 は 書 面

香川県ＪＡビル
会議室

香川県ＪＡビル
会議室

香川県ＪＡビル
会議室

香川県ＪＡビル
会議室

第２回理事会

　生産者と消費者を結ぶ青果物の生産消費情報をインターネットのホームページを通

じて提供する。

令和５年２月中旬
①５年度事業計画
②５年度収支予算等

令和４年５月下旬
又は６月上旬

（報告事項）
①３年度事業報告
②４年度事業計画及び収支予算等
（審議事項）
①３年度決算書類の承認

第１回理事会 令和４年４月下旬
①３年度事業報告及び決算書類
　の承認
②定時総会の招集の決定

監　　査 令和４年４月中旬
①３年度事業報告
②３年度決算書類

議　　　　　　　案開　　催　　日

定時総会

会　議　名
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（単位：千円）

野菜事業 果実事業 小　計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

基本財産運用益 0 150 150 150 0

特定資産運用益 69 69 0 69 73 △ 4 普通財産繰入

受取補助金等 109,670 112,336 222,006 370 222,376 192,220 30,156

指定正味財産からの振替額 69,827 156 69,983 0 69,983 46,550 23,433

野菜事業推進事務交付金等 300 300 0 300 300 0 (独)農畜産業振興機構から

果実対策推進事務交付金等 700 700 0 700 700 0 (公財)中央果実協会から

営農振興支援助成金 1,850 1,480 3,330 370 3,700 4,000 △ 300 ＪＡ香川県から

資金造成円滑化事業補助金 37,693 37,693 0 37,693 30,670 7,023 香川県から

110,000 110,000 0 110,000 110,000 0 (公財)中央果実協会から

雑収益 0 0 0 342 342 343 △ 1

受取利息 0 2 2 3 △ 1

受取配当金 0 340 340 340 0 信連出資金配当

経常収益計 109,739 112,336 222,075 862 222,937 192,786 30,151

0

事業費 112,248 114,351 226,599 0 226,599 196,153 30,446

特定野菜補給交付金 41,439 41,439 0 41,439 37,123 4,316

地域野菜補給交付金 969 969 0 969 918 51

特定野菜負担金精算金 22,245 22,245 0 22,245 5,731 16,514 生産者団体精算金返戻

地域野菜負担金精算金 5,174 5,174 0 5,174 2,622 2,552 生産者団体精算金返戻

156 156 0 156 156 0 平成23年度から実施

69,827 156 69,983 0 69,983 46,550 23,433 指定正味財産からの振替額

資金造成円滑化事業納付金 37,693 37,693 0 37,693 30,670 7,023 (独)農畜産業振興機構へ

110,000 110,000 0 110,000 110,000 0 改植等・未収益補助金

50 50 100 0 100 100 0

107,570 110,206 217,776 0 217,776 187,320 30,456

役員報酬 1,500 1,200 2,700 0 2,700 2,700 0 専務理事

事務委託費 2,385 1,908 4,293 0 4,293 4,293 0 事務委託JA人件費

福利厚生費 300 240 540 0 540 540 0 法定福利費

旅費交通費 100 150 250 0 250 400 △ 150

通信運搬費 75 75 150 0 150 200 △ 50

消耗品・備品費 20 20 40 0 40 40 0

印刷製本費 150 150 300 0 300 300 0

図書研修費 20 20 40 0 40 40 0

賃借料 58 332 390 0 390 200 190 PC・GPS測量器リース料

会議費 60 40 100 0 100 100 0

雑費 10 10 20 0 20 20 0 振込手数料等

4,678 4,145 8,823 0 8,823 8,833 △ 10

管理費 0 0 0 1,714 1,714 1,589 125

役員報酬 0 600 600 600 0 専務理事・監事

事務委託費 0 477 477 477 0 事務委託JA人件費

福利厚生費 0 70 70 70 0 法定福利費・健診料

旅費交通費 0 50 50 50 0

通信運搬費 0 30 30 30 0

消耗品費・備品費 0 70 70 70 0

印刷製本費 0 70 70 70 0 事業計画、実績報告等

図書研修費 0 30 30 30 0

賃借料 0 252 252 127 125 事務所使用料,PC・ｿﾌﾄﾘｰｽ料

支払賦課金 0 0 0 0 0

会議費 0 25 25 25 0

雑費 0 40 40 40 0 振込手数料等

経常費用計 112,248 114,351 226,599 1,714 228,313 197,742 30,571

△ 2,509 △ 2,015 △ 4,524 △ 852 △ 5,376 △ 4,956 △ 420

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 2,509 △ 2,015 △ 4,524 △ 852 △ 5,376 △ 4,956 △ 420

果樹経営支援対策事業等補助金

果樹特別資金特別事業補助金

(1)経常収益

(2)経常費用

（小計）

前年度
予算額(B)

差異
(A)-(B)

計

計

果樹経営支援対策事業等補助金

青果物生産出荷情報提供事業

評価損益等調整前当期経常増減額

1．経常増減の部

収支予算書（損益ベース）
令和４年４月１日から令和５年３月31日まで

科        目
公益目的事業会計（公1）

法人会計
本年度

予算額(A)
備　　考
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（単位：千円）

野菜事業 果実事業 小　計

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 2,509 △ 2,015 △ 4,524 △ 852 △ 5,376 △ 4,956 △ 420

一般正味財産期首残高 △ 6,745 △ 12,233 △ 18,979 64,539 45,560 49,678 △ 4,118

一般正味財産期末残高 △ 9,254 △ 14,248 △ 23,503 63,687 40,184 44,722 △ 4,538

Ⅱ　指定正味財産増減の部

特定資産運用益 563 1 564 0 564 564 0 元金繰入等

受取補助金等 31,352 0 31,352 0 31,352 74,645 △ 43,293

特定野菜交付金補助金 31,352 0 31,352 0 31,352 74,645 △ 43,293

香川県 11,948 0 11,948 0 11,948 57,198 △ 45,250

（独）農畜産業振興機構 19,404 0 19,404 0 19,404 17,447 1,957

地域野菜交付金補助金 0 0 0 0 0 0 0 香川県から

受取負担金 37,065 0 37,065 0 37,065 64,503 △ 27,438

特定野菜負担金 34,209 0 34,209 0 34,209 62,946 △ 28,737 生産者団体負担金

地域野菜負担金 2,856 0 2,856 0 2,856 1,557 1,299 生産者団体負担金

一般正味財産への振替額 △ 69,827 △ 156 △ 69,983 0 △ 69,983 △ 46,550 △ 23,433 特定資産からの振替金

当期指定正味財産増減額 △ 847 △ 155 △ 1,002 0 △ 1,002 93,162 △ 94,164

指定正味財産期首残高 1,317,932 157 1,318,088 77,649 1,395,737 1,261,060 134,677

指定正味財産期末残高 1,317,085 2 1,317,086 77,649 1,394,735 1,354,222 40,513

Ⅲ　正味財産期末残高 1,307,830 △ 14,247 1,293,583 141,336 1,434,919 1,398,944 35,975

2．経常外増減の部

（注）貸借対照表を公益目的事業会計及び法人会計ごとに区分していないため、一般正味財産期首残高、一般正味財産期末残高、
　　　指定正味財産期首残高、指定正味財産期末残高及び正味財産期末残高は合計欄のみ記載している。

備　　考
前年度

予算額(B)
差異

(A)-(B)
科        目

公益目的事業会計（公1）
法人会計

本年度
予算額(A)
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資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

（１）　資金調達の見込みについて 　当期中に資金調達の予定はありません。

（２）　設備投資の見込みについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　当期中に重要な設備投資（除却又は売却を含

む。）の予定はありません。

（令和４年４月１日から令和５年３月31日）
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